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１-２ 防災・減災対策の強化

❖ 目 標

❖ 施 策 に 関 す る 指 標

❖ 施 策 推 進 の 視 点 ・ 主 な 取 組

風水害・土砂災害対策

■ 地震や風水害などの発生に備え、ハード・ソフト両面から災害に強い基盤と体制の

充実を図り、被害を最小限に抑制します。

成果指標 基準値 現状値 目標値 区分

風水害による死者数
（2016 年度）

0 人
（2019 年度）

0 人
毎年度
0 人

目標値
以上

土砂災害による死者数
（2016 年度）

0 人
（2019 年度）

0 人
毎年度
0 人

目標値
以上

風水害・土砂災害対策

活動指標 基準値 現状値 目標値 区分

最大クラスの洪水・高潮による浸水想
定区域図作成数

（2016年度）
0河川・0沿岸

（2019 年度）
46 河川・0 沿岸

519 河川・2 沿岸 ●

土砂災害警戒区域指定箇所数
（2016年度まで）
累計14,330箇所

（2019 年度まで）
累計 18,215 箇所

（2019 年度まで）
累計 18,581 箇所

○

風水害・土砂災害訓練実施市町数
（2016年度）
風水害 19市町
土砂災害 34市町

（2019年度）
風水害 28市町
土砂災害 35市町

毎年度
全市町

●

風水害・土砂災害対策

☞ 視点 風水害・土砂災害からの逃げ遅れによる犠牲者の抑制

風水害・土砂災害からの避難体制の整備

県民が風水害や土砂災害を自分事として正しく理解し、逃げ遅れることなく安

全に避難できるよう、災害リスクの周知や適切な避難情報の提供、避難訓練、

避難所の環境整備などに関係機関と連携して取り組みます。

新ビジョン体系 １-２（２） 担当部局

危機管理部
危機政策課、危機情報課、危機対策課

交通基盤部
河川企画課、土木防災課、砂防課
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１-２ 防災・減災対策の強化

１ 現状・課題と県の施策

【 現 状 ・ 課 題 １ 】

n 時 間 雨 量 50 ㎜ を 超 え る 短 時 間 強 雨 や 総 雨 量 が 数 百 ㎜ か ら 千 ㎜ を 超 え
る よ う な 大 雨 が 発 生 し 、全 国 で 毎 年 の よ う に 甚 大 な 被 害 が 発 生 し て お
り 、地 球 温 暖 化 等 の 気 候 変 動 の 影 響 に よ る 水 害 の 更 な る 頻 発・激 甚 化
が 懸 念 さ れ ま す 。

n 多 く の 被 害 は あ ら か じ め 災 害 リ ス ク が 高 い と 公 表 さ れ て い た 地 域 で
発 生 し て お り 、自 分 の 住 む 地 域 に お け る 災 害 リ ス ク を 事 前 に 理 解 し て
お く こ と が 重 要 で す 。

☞ 視点 風水害・土砂災害からの逃げ遅れによる犠牲者の抑制

○ 県民が風水害・土砂災害を自分事として正しく理解するため、洪水や土砂災害のリスク情報を周

知します。

主な取組➡ 風水害・土砂災害からの避難体制の整備

１ 大雨の頻発化・激甚化の状況

（１）１時間降水量 50mm以上の短時間強雨の年間発生回数（国土交通省水害レポート 2020 から引用）

（２）総雨量 1,000mmを超える大雨の発生（国土交通省水害レポート 2020から引用）

令和２年７月豪雨 令和元年東日本台風 平成 30 年 7月豪雨

死者・行方不明者 86人 99 人 237人

全半壊 6,129 棟 32,036 棟 18,010 棟

床上・床下浸水 6,825 棟 30,368 棟 28,469 棟

総雨量の状況 長野県や高知県の多い
ところで 2,000mm超

神奈川県で 1,000mm
超、本県でも 700mm

四国地方で 1,800mm
東海地方で 1,200mm
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１-２ 防災・減災対策の強化

２ 洪水浸水想定区域図の作成・公表の必要性

・水防法に基づき、県は、洪水により相当な損害を生じるおそれのある河川において、市町が行う避難

指示につながる情報として、洪水により浸水が想定される範囲を指定し、その範囲を洪水浸水想定区

域図として作成することが義務付けられています。

・近年、降雨による水災害が全国的に頻発化し、施設能力を上回る洪水の発生頻度の増加が懸念される

中、平成 27 年の水防法の改正により、洪水浸水想定区域の指定の前提となる降雨が、従来の計画規

模降雨から想定最大規模降雨（計画規模を上回るもの）に変更されました。

・これに伴い、これまでに公表済であった 46河川の洪水浸水想定区域図を、想定最大規模降雨を対象

としたものに更新し公表しました。

・市町は、水防法により、水害リスク情報に加え避難についての情報を掲載したハザードマップ等を配

布するなどして、住民等に周知を図ることとなっています。

３ 災害リスク情報の有効性

（１）水害（洪水浸水想定区域内外）

平成 30 年７月豪雨 倉敷市真備地区の浸水範囲とハザードマップの比較

※国土交通省研修資料

洪水氾濫は、突然起こる地震災害と異なり、事前に災害リスク情報を正しく理解し、

適切に避難することで被害を軽減できる災害
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１-２ 防災・減災対策の強化

令和元年東日本台風 長野市北部住民の避難行動

・早期立ち退き避難した世帯及び深夜立ち退き避難した世帯のグループは、「ハザードマップを見たこ

とがあり、自宅の浸水の深さを知っている」が５割以上だったのに対して、被災後立ち退き避難した

世帯及び屋内安全確保した世帯のグループは３割程度に留まっている。

・ハザードマップを見たことがあり、自宅の浸水の深さを知っていることが、早期立ち退き避難に繋が
っていると考えられる。

（２）土砂災害（土砂災害警戒区域内外）

平成 30年 7月豪雨人的被害箇所における土砂災害警戒区域指定状況※

※国土交通省「住民自らの行動に結びつく水害・土砂災害ハザード・リスク情報共有プロジェクト」資料

「アンケート結果を用いた令和元年東日本台風の被災地区（長野市北部）住民の避難行動と情報提供の関連性に関する分析」

(一財)河川情報センター 資料

調査期間 ：令和2年 2月 2日∼2月 28日

調査対象者：長野市北部（長沼地区等）の堤防決壊による全ての罹災世帯（1,826 世帯）

事前に水害リスクを知っておくことは、被害の軽減に繋がり重要である

〇令和元年東日本台風の被災地区（長野市北部）住民の避難行動と情報提供に関して、（一財）河川

情報センターがアンケート結果を用いて行った分析結果

■ 早期立ち退き避難した世帯
■ 深夜立ち退き避難した世帯
■ 被災後立ち退き避難した世帯
■ 屋内安全確保した世帯

〇人的被害が生じた土砂災害の発生箇所も、約 9割は警戒区域内、もしくは危険箇所として

把握された箇所で発生しています。
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１-２ 防災・減災対策の強化

【 現 状 ・ 課 題 ２ 】

n 住 民 の 迅 速・円 滑 な 避 難 を 実 現 さ せ る た め に は 、市 町 長 が 適 切 に 避 難
指 示 等 を 発 令 で き る よ う 、予 め 具 体 的 な 発 令 基 準 や 伝 達 方 法 を 定 め て
お く こ と が で き る よ う 、 県 と し て の 支 援 が 求 め ら れ て い ま す 。

n 市 町 長 が 避 難 指 示 等 を 判 断 す る 目 安 と な る 洪 水 予 報 や 水 位 情 報 、土 砂
災 害 警 戒 情 報 な ど の 防 災 情 報 の 充 実 、 迅 速 な 提 供 が 重 要 で す 。

☞ 視点 風水害・土砂災害からの逃げ遅れによる犠牲者の抑制

○ 市町が台風や豪雨時に避難指示等を適切に発令できるよう支援するとともに、市町や県民に対し

て避難の判断材料となる情報を発表します。

主な取組➡ 風水害・土砂災害からの避難体制の整備

１ 市町における適切な避難指示等の発令のための判断基準、情報伝達方法等の整備

・市町は適切に避難指示等を発令するため、気象台や河川管理者等が発表する防災気象情報等から、避

難指示等の発令判断基準や情報伝達方法を予め定めておく必要があります。

２ 市町の避難指示等の判断の目安となる水位情報の提供

・県は、水防法に基づき、洪水により氾濫のおそれのある河川を「洪水予報河川」「水位周知河

川」に指定し、当該河川において、設定した水位に到達した場合には、該当市町へ水位情報を

提供する必要があります。「氾濫危険水位」は、警戒レベル４相当の情報であり、市町が発表

する避難指示や住民の自主避難に役立つ情報であり、的確に情報を提供する必要があります。

市町は、警戒レベル相当
情報の他、暴風や日没の
時刻、堤防や樋門等の施
設に関する情報なども参
考に、総合的に避難指示
等の発令を判断する
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１-２ 防災・減災対策の強化

３ 市町の避難指示等の目安となる土砂災害警戒情報の発表

・県は、土砂災害防止法に基づき、大雨により災害発生の危険性が高まったときに、静岡地方気

象台と共同で「土砂災害警戒情報」を発表しています。

・警戒情報の発表基準は、土壌中の水分量が多いほど、土砂災害の発生の可能性が高いため、危

険性を示す指標として「土壌雨量指数」と「60 分間積算雨量」を用いています。

・土砂災害警戒情報は、警戒レベル４相当の情報であり、市町が発令する避難指示や住民の自主

避難に役立つ情報であり、的確に情報を提供する必要があります。

【土壌雨量指数とは？】

降った雨が土壌中に水分量としてどれだけ溜まって

いるかを計算して数値化したもので、土砂災害発生の危

険度の高まりを表します。

【発表のタイミング】

実績降雨量に概ね２時間先の予測降雨量を

加味した降雨量が危険降雨量に達したとき

【発表基準の見直し】

過去の災害と降雨データの実績をまとめ、

検証し、必要に応じて基準を更新する。

土砂災害警戒情報の発表基準
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１-２ 防災・減災対策の強化

【 現 状 ・ 課 題 ３ 】

n ハ ザ ー ド マ ッ プ が 公 表 さ れ て い て も 、住 民 が 居 住 地 の 災 害 リ ス ク を 十
分 認 識 し て い な い こ と に よ る 逃 げ 遅 れ が 懸 念 さ れ ま す 。

n 様 々 な 防 災 情 報 が あ っ て も 、そ の 意 味 や と る べ き 行 動 が 十 分 理 解 さ れ
ず 、行 政 の 発 表 す る 防 災 情 報 が 住 民 の 避 難 行 動 に 結 び つ い て い な い こ
と が 懸 念 さ れ ま す 。

n 災 害 発 生 時 の 被 害 を 最 小 限 に と ど め る た め に は 、地 域 全 体 で 自 助・共
助 の 意 識 を 高 め 、住 民 が 自 ら 積 極 的 に 防 災 上 の 役 割 を 果 た す こ と が 重
要 で す が 、地 域 防 災 の 中 心 を 担 う 自 主 防 災 組 織 は 、地 域 に よ っ て 活 動
状 況 や 防 災 力 に 差 が 生 じ て い ま す 。

n 少 子 高 齢 化 が 進 行 す る 中 で 、地 域 防 災 力 の 維 持・向 上 を 図 る た め に は 、
次 代 の 担 い 手 と な る 子 ど も 達 へ の 防 災 啓 発 が 重 要 で す 。

☞ 視点 風水害・土砂災害からの逃げ遅れによる犠牲者の抑制

○ 台風や豪雨等の状況が切迫する前に、避難すべき人が確実に避難できるよう、日頃から災害リス

クや防災情報等の理解を深める等、避難の実効性を高める取組を推進します。

○ 市町等と連携し、自主防災組織の災害対応力の強化を図るとともに、次代の防災の担い手となる

子供達への防災啓発を推進します。

主な取組➡ 風水害・土砂災害からの避難体制の整備

１ 災害リスク等の認知状況（風水害・土砂災害リスクのある地域に居住する県民へのアンケート結果※）

（１）災害リスクの認知

・風水害、土砂災害のリスクがある地域の周辺に居住していても、実際に災害の危険性を感じている県

民は少ない状況です。

①居住地区は洪水災害に対して安全だと思うか ②居住地区は土砂災害に対して安全だと思うか

（２）ハザードマップの認知

・風水害、土砂災害のリスクがある地域の周辺に居住する県民であっても、ハザードマップを認知して

いる割合は４割程度に留まっています。

危険と回答

27.9％
危険と回答

21.0％

※静岡県住民意識調査「大雨による災害と防災情報に関するWEBアンケート」より
調査期間 ：平成31年 2月 27日～3月 4日
調査対象者：県内で「洪水・土砂災害リスクのある地域の周辺に居住」する成人男女3,192人

県内で「洪水・土砂災害リスクのある地域の周辺に居住する（次項参照）」成人男女3,192 人 3月

ハザードマップを

見たことがある
43.0％
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１-２ 防災・減災対策の強化

２ 防災情報の認知状況

（１）避難情報が発令された場合の行動（風水害・土砂災害リスクのある地域に居住する県民へのアンケート結果）

・市町から発令される避難情報に対する自分自身のとるべき行動への理解が不十分であったり、根拠な

く安全だから避難しないと考えている県民も一定数存在しています。

①居住地区に「避難勧告※」が発令された場合、次のような行動をすると思うか

※災害対策基本法の改正により、令和3年 5月 20日から「避難勧告」は廃止され「避難指示」に統一

②避難場所やそれ以外の場所へ避難することについて、「そうは思わない」と回答した理由として

当てはまるもの

どちらともいえない 約４割

（行動パターン）

「そう思う」 「そうは思わない」 「どちらともいえない」

「具体的な理由はないが安全だと思う」と回答

「避難場所へ避難」

「避難場所以外へ避難」

「屋内に留まる」

「当てはまる」 「当てはまらない」
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１-２ 防災・減災対策の強化

（２）避難情報への理解度（令和元年台風第 19号等で人的被害が生じた市町村住民への全国アンケート結果※）

・災害発生のおそれの高まりに応じて住民がとるべき行動を促す５段階の「警戒レベル」について一定

の認知度はあるものの、避難すべきタイミングの理解は十分とはいえません。

①警戒レベルの認知度

②実際にはどのタイミングで避難するか※

※内閣府「令和元年台風第19号等による災害からの避難に関するワーキンググループ」住民向けアンケート結果より
調査期間 ：令和２年 1月 11日～13日
調査対象者：台風第19号により人的被害が生じた市町村のウェブモニター3,078 人

約９割は警戒レベルを認知

→ 避難を開始すべき警戒レベル

半数以上が、避難を開始すべき警戒

レベルよりも遅いタイミングで避難
すると回答

※アンケート実施時の警戒レベルは、災害対策基本法の改正前（令和3年 5月 19日以前）のもの（下記）
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１-２ 防災・減災対策の強化

３ 大規模災害発生時の住民意識

・大規模災害発生時には近隣住民の助け合いによる「共助」が重要ですが、自主防災組織による「共助」

の意識の低下が懸念されます。

４ 中学生などへの防災教育の重要性

・地域防災力の維持・向上を図るためには、次代の担い手となる子ども達への防災啓発が重要です。

自主防災組織実態調査（静岡県）

大規模災害が発生した時、あなたの自主防災組織の地域

では隣近所で助け合うことができると思いますか

H24 調査 H28 調査

【参考】

阪神・淡路大震災での救出実態
『河田惠昭「大規模地震災害による人的

災害の予測」「自然災害科学Vol.16,No.1」

(1997)P8』

岩手県の釜石市では、約 1,300 人もの人

が亡くなったり行方不明なりました。

大槌湾に面した鵜住居地区も、津波で壊滅

状態となりました。

しかし、この地区の鵜住居小学校と釜石東

中学校にいた児童・生徒約 570 人は、全員

無事に避難することができました。
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１-２ 防災・減災対策の強化

【 現 状 ・ 課 題 ４ 】

n 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 の 感 染 拡 大 が 懸 念 さ れ る 中 、避 難 所 に お い
て も 感 染 拡 大 防 止 対 策 が 必 要 で す 。

n 体 育 館 等 、こ れ ま で の 避 難 所 環 境 は 高 齢 者 や 女 性 等 に 大 き な 負 担 や 不
便 を 強 い る も の が 多 く 、誰 も が 避 難 し や す い 避 難 所 へ の 改 善 が 求 め ら
れ ま す 。

☞ 視点 風水害・土砂災害からの逃げ遅れによる犠牲者の抑制

○ 緊急時に誰もが安心して避難できるようにするため、避難所の環境改善等を支援します。

主な取組➡ 風水害・土砂災害からの避難体制の整備

１ 新型コロナウイルス感染症への対応

・新型コロナウイルス感染症が収束しない中であっても、災害時には「危険な場所にいる人は避難するこ

とが原則」であるため、避難所の感染防止対策が求められます。

＜本県の新型コロナ感染者数＞

（令和３年６月１日時点）

8，４２３人

２ 避難所の生活環境課題

・行政が指定する避難所は学校の体育館などが多く、避難所の生活環境の改善が急務となっています。

＜全国自治体の避難所改善に関する状況※＞

※内閣府 平成 28年度避難所における被災者支援に関する事例等報告書より

Ｑ：指定避難所内に高齢者や障害者、妊産婦
などの要配慮者の専用スペースを想定し
ていますか

Ｑ：要配慮者の専用スペースで想定している
対策は？

n=1,631

今後検討、想定していない

約６３％

※静岡県新型コロナウイルス感染症対策専門家会議資料（R3.5.12）より
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１-２ 防災・減災対策の強化

【 現 状 ・ 課 題 ５ 】

n 頻 発 化 、激 甚 化 す る 風 水 害 ・ 土 砂 災 害 に 対 し 、国 ・ 県 ・ 市 町 等 の あ ら
ゆ る 関 係 者 が 連 携 し 、 主 体 的 に 対 策 に 取 り 組 む こ と が 必 要 で す 。

☞ 視点 風水害・土砂災害からの逃げ遅れによる犠牲者の抑制

○ 国、県、市町等の関係機関が一体となって円滑な避難を推進できるよう連携を図ります。

主な取組➡ 風水害・土砂災害からの避難体制の整備

１ 緊急時の連携（全国的な状況）

・市町が避難情報を発令する際には、気象台や河川管理者が発表する情報を参考にしており、緊急時に

国、県の関係機関と市町は迅速に情報共有を図ることが必要です。

＜避難勧告等の発令に際し、参考にした防災情報※＞

２ 平常時からの連携（全国的な状況）

・平成 27年９月関東・東北豪雨では、鬼怒川において越水や堤防決壊等により甚大な被害が発生しま

した。これを踏まえ、国は、「施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生するもの」へと意識を変革し、

社会全体で洪水に備える「水防災意識社会の再構築」の実現に向けた取組方針を示しており、これに

基づき、国・県・市町や関係機関は、連携し、住民が普段の生活から災害リスクを認識できるよう、

実効性のある取組を着実に進めることが重要です。

【取組方針】（抜粋）

○関係機関の連携体制

→ 国及び都道府県管理河川の全ての対象河川において、水防法に基づく協議会を設置

○円滑かつ迅速な避難を確保するための取組

→ 確実な情報伝達体制の確保

→ 避難行動を促す取組

→ 円滑で確実な避難に資する情報発信

→ 要配慮者利用施設における避難確保計画の作成支援等

※内閣府「平成30 年 7月豪雨による水害・土砂災害からの避難に関するワーキンググループ」市町村アンケート結果より
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１-２ 防災・減災対策の強化

３ 早期復旧のための連携

・台風等により発生する大規模停電に対して、早期復旧を図るため、行政機関と電力事業者が連携して

予防措置等を図ることが必要です。

＜近年、台風により発生した大規模停電※＞

 

災害名 大規模停電の概要

H30 台風 21 号

(H30.9.3～5)

最大約 240万戸停電、復旧まで約２週間、暴風による電柱倒壊 1,000 本以

上発生

H30 台風 24号

(R1.9.18～10.1)

最大約 180万戸停電、復旧まで約１週間、県内で西部を中心に最大約７１

万戸停電（県内復旧：約 5.5 日）

R1房総半島台風

(R1.9.7～9)

最大約 93万戸停電、復旧まで２週間、暴風による電柱倒壊・傾斜約 2,000

本

R1東日本台風

(R1.10.10～13)

最大約 52万戸停電、復旧まで約２週間、堤防決壊で変電設備の浸水被害も

発生

※経済産業省電力安全小委員会、内閣府HPより
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１-２ 防災・減災対策の強化

２ 施策に関する県と市町、民間等との役割分担

区分 役割・取組等

県

河川等の管理者としての情報発信

・最新の知見等に基づく災害リスクの想定と県民への周知、啓発

・異常気象に対する監視体制の強化や防災情報の精度向上、迅速な情報伝達体制の

整備等の推進

市町への支援

・市町の警戒避難体制整備への支援

・地域防災力の向上に取り組む市町の支援

市町

住民避難に関する体制の整備

・避難指示等の判断基準の明確化や住民への情報伝達手段の強化、避難所の環境改

善などの警戒避難体制整備の推進

・自助・共助の取組強化による地域防災力の向上

県民等

自助・共助の取組実践

・災害リスクや防災情報の理解と避難に関する意識の向上及び防災情報に応じた適

切な避難の実践（自助の取組）

・住民が主体となった地区防災計画の作成や避難訓練など、避難に関する地域防災

力の強化（共助の取組）

・家庭や地域における住民相互の協力による防災活動の活性化（自助・共助の連携）
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１-２ 防災・減災対策の強化

３ 主な取組

視点 風水害・土砂災害からの逃げ遅れによる犠牲者の抑制

取組
風水害・土砂災害からの避難

体制の整備
担当課 名

危機管理部
危機政策課、危機情報課、
危機対策課

交通基盤部
河川企画課、土木防災課、
砂防課

目 的

(何のために)

県民が風水害や土砂災害を自分事として正しく理解し、逃げ遅れるこ

となく安全に避難できるよう、災害リスクの周知や適切な避難情報の

提供、避難訓練、避難所の環境整備などに関係機関と連携して取り組

みます。

取
組
内
容
（
手
段
、
手
法
な
ど
）

◎風水害・土砂災害に対する避難体制整備

・大型台風や局地的豪雨による風水害・土砂災害の頻発・激甚化により、近年、全国各地で

逃げ遅れによる多数の犠牲者が発生している。

・適切な避難体制を確保するため、正しく”災害リスクを周知”し、台風や豪雨時に適切なタ

イミングで”避難関連情報を提供”するとともに、日頃から住民が確実に避難するよう”実効

性を確保”するほか、緊急時に躊躇なく避難するための”避難環境の整備”を図っていく。

災
害
を
自
分
事
と
し
て
正
し
く
理
解
し
、
確
実
に
避
難
で
き
る
体
制
を
構
築

取組１ 風水害・土砂災害リスクの周知
○洪水浸水想定区域図の作成・公表
○市町洪水ハザードマップ作成支援
○土砂災害警戒区域等の指定・周知
○静岡県公式防災アプリ「静岡県防災」による周知

取組２ 避難関連情報の提供
○市町の避難指示等の判断・伝達マニュアル整備支援
○水位情報周知河川の拡大と監視体制強化、情報発信
○土砂災害警戒情報の発表

取組３ 住民避難の実効性確保
○風水害・土砂災害訓練の実施
○住民自ら作成する避難行動計画の普及
○講習会の開催等による避難行動の啓発
○地域防災力の向上

取組４ 避難環境の整備
○避難所における新型コロナ対策の充実
○避難所の環境改善支援

取組５ 関係機関が連携した防災対策の推進

危険な場所を知らせる

避難のための情報を伝える

避難を促す

受入環境を改善する

皆で取組む
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１-２ 防災・減災対策の強化

取
組
内
容
（
手
段
、
手
法
な
ど
）

取組１：風水害・土砂災害リスクの周知

＜概要＞

円滑かつ迅速な避難を確保するため、県では、洪水浸水想定区域図の作成や土砂災害警戒区域

の指定を行うとともに、県民が自宅周辺の災害リスクを正しく理解し、市町がハザードマップを

作成するための支援や、県公式防災アプリ「静岡県防災」による県民への周知に取り組んでいる。

＜内容・実績＞

①洪水浸水想定区域図の作成・公表（河川企画課）
・平成 27 年の水防法の改正により、洪水浸水想定区域の指定の前提となる降雨が、従来の計画
規模から想定し得る最大規模に変更されたことを受け、県管理河川で対象となる水位周知河
川等の 46河川で洪水浸水想定区域図の見直しを行い、令和元年５月末までに公表した。

・また、新たに 11 河川を水位周知河川に指定し、令和３年５月までに合計 57 河川で洪水浸水
想定区域図を作成・公表した。

・令和元年東日本台風の教訓を踏まえ、県が管理する 519 河川で水害リスク情報を把握するた
め洪水浸水が想定される範囲を示す図面の作成検討を進めている。

［県管理河川における洪水浸水想定区域図等の作成状況］

②市町洪水ハザードマップ作成支援（土木防災課）

・洪水浸水想定区域図を提供し、避難場所や避難経路など住民避難に関する情報を加えた

市町ごとの洪水ハザードマップ作成を支援している。

［洪水ハザードマップ作成支援（公表）状況］

※県内 35市町のうち、洪水ハザードマップ作成義務のある市町は 30市町

③土砂災害警戒区域等の指定・周知（砂防課）
・土砂災害警戒区域の適切な見直し、HPでの公開や標識等による現地表示を実施している。

○地形改変にあわせた区域の更新 ○HPや標識等による現地表示

区分 河川数
洪水浸水想定
区域図作成済

洪水浸水想定
区域図等作成予定

水防法適用河川 59 57 2

その他河川 460 - 460

計 519 57 462

公表年度 実施市町名 市町数
平成30年度

まで 浜松市、南伊豆町、河津町、清水町、長泉町、森町 ６

令和元年度
沼津市、裾野市、三島市、伊豆市、富士宮市、静岡市、
袋井市、磐田市、函南町 ９

令和２年度
下田市、伊東市、伊豆の国市、富士市、藤枝市、焼津市、
牧之原市、松崎町、吉田町 ９

令和３年度
予定 御殿場市、島田市、掛川市、菊川市、西伊豆町、川根本町 ６

計 30

↑HPに公開

←看板
↑造成に伴う警戒区域の解除

電柱広告→



17

１-２ 防災・減災対策の強化

取
組
内
容
（
手
段
、
手
法
な
ど
）

④静岡県公式防災アプリ「静岡県防災」による周知（危機情報課） ※参考資料 P25～26

・ 地域の災害リスクの理解促進、非常時の適切な避難行動の支援を目的に、静岡県総合防災

アプリ『静岡県防災』を開発し、令和元年６月から運用を開始した。

・

［アプリの機能・登録状況］

主な機能

・緊急防災情報の通知
・ハザードマップ表示
・避難トレーニング
・防災学習

登録状況
約1６万件

（令和３年６月 1日現在）

［アプリ画面の例（ハザードマップ）］
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１-２ 防災・減災対策の強化

取
組
内
容
（
手
段
、
手
法
な
ど
）

取組２：避難関連情報の提供

＜概要＞

市町が台風や大雨時に避難指示等を適切に発令できるよう、県では市町が行う避難情報の発令

判断・伝達マニュアルの整備を支援するとともに、市町や県民に対して避難の判断材料となる河

川水位情報や土砂災害警戒情報を発表している。

＜内容・実績＞

①市町の避難指示等の判断・伝達マニュアル整備支援（危機対策課・危機政策課）
※参考資料P27～28

・市町が適時適切に避難指示等を発令するために、あらかじめ具体的な発令基準や情報伝

達方法を定めたマニュアルの整備（国ガイドラインに準じた見直し）を支援している。
［国ガイドラインへの対応状況］

※国ガイドラインの改正
避難情報名称の変更等に伴う見直し（H29.1 版）、警戒レベルの運用等に伴う見直
し（H31.3 版）、現在、避難情報の見直し（R3.5 版）を実施中

②水位周知河川の拡大と監視体制強化、情報発信（土木防災課） ※参考資料 P29～30

・洪水時における住民の円滑な避難行動につながるよう、水防法に基づき、氾濫の恐れが

ある河川の水位観測情報等を関係市町に提供する「水位周知河川」等は、すでに指定さ

れている46河川に、「平成30年７月豪雨」における被害等を踏まえ、新たに11河川を

加え、令和２年度までに 57河川を指定した。

・雨量情報、水位情報、防災情報など、県で収集した情報は、土木総合防災情報「サイポ

スレーダー」として水防業務等に利用している。これを広く県民が災害の未然防止と被

害の軽減に役立てることができるよう、インターネット上で公開している。

対象災害 対象市町 ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ※ 見直し済 見直し中 未着手

水
害

外
水
氾
濫

洪水予報

河川あり
20 市町 H31.3 版 ９市町 10市町 1市町

水位周知

河川あり
29 市町 H31.3 版 11 市町 16市町 2市町

内水氾濫の

おそれあり
27 市町 H31.3 版 11 市町 9市町 7市町

土砂災害 35 市町 H31.3 版 17 市町 16市町 2市町

サイポスレーダー
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１-２ 防災・減災対策の強化

取
組
内
容
（
手
段
、
手
法
な
ど
）

・「サイポスレーダー」に、気象庁における洪水危険度分布を登載し、情報の充実を図った。

・県内河川の水害リスクの高まりとして、点情報に加え、線情報も表示し提供する。

河川水位計による点情報 201 箇所（左）に加え、413河川の線情報（右）を追加

③土砂災害警戒情報の発表（砂防課） ※参考資料 P31～32

１）土砂災害警戒情報の精度向上

・警戒情報をより適切な時期に必要な市町へ発表するため、過去

の災害や降雨データの実績をまとめ、令和２年５月に発表基準

を見直した。令和3年度も基準の検証を行い、精度向上を図る。

２）土砂災害警戒情報補足情報システムの改修

・詳細な土砂災害危険度情報を提供する「土砂災害警戒情報補足情

報システム」について、より使いやすく理解しやすい情報とする

ため、令和２年９月に改修した。

※「スマートフォン版の開設」「避難場所の表示」「多言語化対応」等

スマートフォン版の開設
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１-２ 防災・減災対策の強化

取
組
内
容
（
手
段
、
手
法
な
ど
）

取組３：住民の避難の実効性確保

＜概要＞

台風や豪雨等の状況が切迫する前に、避難すべき人が確実に避難できるようにするため、訓練

の実施や講習会の開催、マイ・タイムライン等の普及など、災害リスクや防災情報等の理解を深

め避難の実効性を高める取組を行っている。

＜内容・実績＞

①風水害、土砂災害訓練の実施（危機対策課・砂防課）

・大規模風水害発生時の配備体制、連絡体制等を検証する風水害対処訓練を実施している。

・市町の防災担当職員の対処能力向上を図るための研修会の開催、風水害時の市町本部運

営を想定した図上訓練を実施している。

［令和元年度実績］ ※令和 2年度は新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止

・毎年６月の第１日曜日を全国統一日として土砂災害防災訓練を実施しており、国・県・

市町の関係機関が参加し、実動訓練などとともに防災講習会を行い、実効性のある避難

を確保する取組を行っている。

［実動避難訓練（モデル地区訓練）の実施状況］

※令和２年度は、新型コロナ感染状況により情報伝達訓練のみ実施

②住民自ら作成する避難行動計画（マイ・タイムライン等）の普及（危機対策課、河川企画課）
※参考資料P33

・市町職員や防災リーダー向けのマイ・タイムライン作成手引書を作成した。（令和元年度）

・市町が開催するマイ・タイムライン作成ワークショップや講習会、出前講座等を支援し

ている。

・津波に対する避難行動等を含めた総合的な行動計画づくりを検討する。（令和３年度～）

［マイ･タイムライン普及実績・予定］

③講習会の開催等による避難行動の啓発（土木防災課、河川企画課、砂防課）

【土砂災害防止講習会の開催】

・土砂災害防止の関心を高めるとともに防災知識の普及に向け、新型コロナの感染状況を

踏まえつつ下記の啓発活動を実施している。

［令和2年度講習会・出前講座実績］ （R3.2 末）

名 称 風水害対処訓練 水害図上演習 気象防災研修会

実施回数 １回 4回（地域別） １回

参 加 者 気象台及び県50名 28市町 87名 28市町 57名

年度 H24 H25 H26 H27 H28 H28 H29 H30 R1

市町数 31 30 32 32 33 35 35 34 35

ワークショップ、講習会等を

開催した市町数

令和元年度 令和２年度 令和３年度

７市町 ９市町 13 市町（予定）

区 分
R2 R1（参考）

回数 参加人数 回数 参加人数

区域指定地元説明会 1 70 117 4,962

自主防災リーダー講習会 0 0 39 2,645

小中学校への出前講座 3 119 12 751

土砂災害防止ひとくち講座 28 514 ― ―

合 計 32 703 168 9,058
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１-２ 防災・減災対策の強化

取
組
内
容
（
手
段
、
手
法
な
ど
）

【避難行動を促す取組】

・小学生等を対象とした県庁見学会において、見学者

に、水防災に関わる啓発を行っている。

・コロナ禍で県庁見学の開催が困難な状況においても、

住民の水防災に対する危機意識の醸成を図る取組と

して、『事前に備える防災講座』をユーチューブの県

公式チャンネルで公開した。

④地域防災力の向上（危機情報課）

・自主防災組織によって防災力等に差があることを改善すべく、市町等と連携し全ての自主防

災組織の災害対応力の強化を図るため、総合防災アプリ「静岡県防災」に各自主防災組織の

現状分析を行い、災害対応能力の向上に繋げる「地域防災力見える化システム※」を構築した。

［地域防災力見える化システムを活用した地域防災力向上の取組フロー］

・少子高齢化が進行する中で、地域防災力の維持・向上を図るためには、次代の担い手となる

子ども達への防災啓発が重要であるため、県内の中学生を主な対象として防災啓発講座を実

施している。

［ふじのくにジュニア防災士養成講座］

令和２年度 講座受講者数

小学校 中学校 高校 計

実施校数（単位：校） 24 46 18 88

受講者数（単位：人） 1,214 5,524 4,310 11,048

防災講座のユーチューブ配信

※地域防災力見える化システムで

①、②を実施



22

１-２ 防災・減災対策の強化

取
組
内
容
（
手
段
、
手
法
な
ど
）

取組４：避難環境の整備 ※参考資料 P34～35

＜概要＞

緊急時に誰もが安心して避難できるようにするため、避難所における新型コロナ対策の充実や

高齢者等に配慮した避難所生活環境の改善などの取組を行っている。

＜内容・実績＞

①避難所における新型コロナ対策の充実（危機政策課）

・地震・津波対策等減災交付金を活用し、市町が取り組む避難所等の感染防止対策資機材

整備等に対する支援を実施している。（令和 2年度～）

［令和２年度実績］

②避難所の環境改善支援（危機政策課）

・地震・津波対策等減災交付金を活用し、避難所の生活環境を改善するため、市町が取り

組む避難環境改善資機材整備等に対する支援を実施している。（令和３年度～）

［令和３年度以降］

・地震・津波対策等減災交付金制度を改正し、地域の公民館・集会所を、防災機能と生活

環境を具備した 「防災コミュニティセンター」 として整備し避難所として活用するた

め、自治会等が整備する「防災コミュニティセンター」の建設や改築に対する補助を行

う市町への支援を実施する。（令和３年度～）

［防災コミュニティセンター概要］

交付率等の嵩上げ 通常の防災資機材 1／３ → 感染防止対策資機材 １／２

資機材整備例
避難所用パーテション・テント、送風機、防護服・フェイス

ガード、非接触型体温計 等

令和2年度交付実績 31市町ほか 327,699 千円

交付率等の嵩上げ 通常の防災資機材 1／３ → 避難所環境改善資機材 １／２

資機材整備例
簡易ベッド、プライバシー確保用パーテション、トイレトラ

ック・トレーラー、災害時用シャワーシステム 等

防災機能
・耐震性、落下物対策、ガラス飛散防止

・長期停電に対応可能な設備を具備（発電機、外部給電設備 等）

生活環境機能

・３室以上の避難スペース（要支援者等に専用スペース確保）

・バリアフリー化（多機能トイレ、手すり、スロープ 等）

・空調設備、炊事施設 等
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１-２ 防災・減災対策の強化

取
組
内
容
（
手
段
、
手
法
な
ど
）

取組５：関係機関が連携した防災対策の推進

＜概要＞

風水害・土砂災害に対するソフト対策の実施にあたり、国、県、市町等の関係機関が一体とな

って円滑な避難を推進できるよう連携を図る取組を行っている。

＜内容・実績＞

①関係機関の連携体制（水防法に基づく協議会）

大規模氾濫減災協議会の設置（土木防災課・河川企画課）

・水防災意識社会の再構築に向け、県下８つの地域に大規模氾濫減災協議会を設置した。

・国、市町、関係機関（気象台等）が連携・協力し、減災目標の達成に向けて相互に進捗

確認を行い、取組を推進している。

②円滑かつ迅速な避難を確保するための取組

確実な情報伝達体制の確保（土木防災課）

・本格的な出水期を前に、出水時の体制確認、情報伝達

について、国・市町・気象庁・県警等の関係機関と連

携し、実践的な洪水対応演習を実施している。

・なお、市町が避難指示の目安とする氾濫危険水位の到

達について、確実に伝達できるよう、首長とのホット

ライン訓練も実施する。

【ホットラインとは】

市町の避難指示等の発令の判断

を支援するため、河川管理者が市町

長へ直接、電話により、河川水位の

情報等を伝える。

③大規模停電対策の推進（危機対策課）

・台風などの風水害に伴う大規模停電の主原因となっている倒木による電柱倒壊や断線を

防止するため、県・市町・電力事業者等で構成する「予防伐採のための推進連絡会」を

設置し、支障木の予防伐採等を推進している。

［令和2年度実績］

モデル地区における予防伐採の実施 実施箇所数：７市町 15か所

実施主体 ：県、市町、電力事業者

県内協議会地区図

【洪水対応演習（県庁サイポス室）】

【ホットライン訓練】

市 長土木事務所長
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１-２ 防災・減災対策の強化

４ 主要事業

※地震・津波減災対策交付金の予算額のうち、風水害対策に係るものを抽出

事業名 重点項目
2020

予算額(千円)

地震・津波対策等減災交付金

・新型コロナウイルス感染症対策を目的とした資機材

整備等への支援拡充

・大規模停電対策のための予防伐採への支援

※328,000

地域防災力見える化事業

・総合防災アプリ「静岡県防災」に各自主防災組織の

現状分析を行い、災害対応能力の向上に繋げる「地

域防災力見える化システム」を構築

35,200

次世代防災リーダー

育成事業

・県内の小学校４年生～高校３年生を対象に「ふじの

くにジュニア防災士」養成講座の各コース（意識啓

発・知識行動・自主講義）を実施

・意識啓発コース用に語り部動画を作成

5,900

水害減災対策支援事業費
・水防法に基づく水位周知河川以外の河川を対象に、

洪水浸水想定区域図を作成
300,000

その他取組を含めた合計 814,720
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参考資料

視点 風水害・土砂災害からの逃げ遅れによる犠牲者の抑制 関連資料

＜静岡県公式防災アプリ「静岡県防災」＞ 取組１－④関連
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参考資料

＜静岡県公式防災アプリ「静岡県防災」＞ 取組１－④関連
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参考資料

＜水害・土砂災害の種類＞ 取組２－①関連

水 害

気象庁資料を引用

土砂災害

国土交通省HPより

外水氾濫（がいすいはんらん） 内水氾濫（ないすいはんらん）

大雨等で河川の水位が上昇

し、堤防を越えたり、堤防が

壊れるなどして、堤防から水

があふれ出す。

短時間に強い雨が降り、雨水の排水能力が追いつかずに

浸水が発生（イラスト右側）または、大雨等で河川の水

位が上昇し、河川周辺の雨水が排水できずに浸水が発生

（イラスト左側）

土石流 地すべり がけ崩れ

山腹、川底の石や土砂が長

雨や集中豪雨などによって

一気に下流へと押し流され

る現象。

時速20～40kmという速度

で一瞬のうちに人家や畑な

どを壊滅させてしまう恐れ

がある。

斜面の一部あるいは全部が

地下水の影響などによって

ゆっくりと斜面下方に移動

する現象。

一般的に移動する土砂の

量が大きいため、甚大な被

害を及ぼす恐れがあり、一

旦動き出すとこれを完全に

停止させることは非常に困

難。

地中にしみ込んだ水分が土

の抵抗力を弱め、雨や地震

などの影響によって急激に

斜面が崩れ落ちる現象。

突然起きるため、人家の近

くで起きると逃げ遅れる人

も多く死者の割合も高くな

る恐れがある。
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参考資料

＜令和３年 5月改正の避難情報＞ 取組２－①関連

＜避難情報の発令・判断に関する国のガイドライン（R3.5 月改定）＞ 取組２－①関連

各市町村が高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保（以下「避難情報」という。）の発令基準や伝達

方法、防災体制等を検討するにあたって、参考とすべき事項を示したもの。

対象とする災害
自然災害のうち人的被害が発生するような洪水、雨水出水（内水）（以下「洪

水等」という。）、土砂災害、高潮及び津波に伴う避難を対象

ガイドラインの概要

・避難に関する市町村や施設管理者等の責務等

・避難行動の種類や内容、災害種別ごとの避難行動の特徴等

・避難情報の種類や内容、情報に応じた住民等のとるべき行動等

・防災気象情報の種類や内容

・避難情報の発令基準例

・情報伝達例

・要配慮者等の避難に関する留意事項等

・広域避難に関する留意事項等

・市町村の体制と災害時対応のながれ
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参考資料

＜サイポスレーダー＞ 取組２－②関連
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参考資料

＜サイポスレーダー＞ 取組２－②関連
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参考資料

＜土砂災害警戒情報補足情報システムの基本的な利用方法＞ 取組２－③関連

・ 「土砂災害が発生する前に適切な避難行動ができるよう、危険度情報をまとめた「土砂災害警戒情報

補足情報システム」を公開しています。

・

・

現時点

1時間後

2時間後

3時間後

拡大

避難指示発令対象

地域を絞り込み
CL基準線
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参考資料

＜土砂災害警戒情報補足情報システムの改修＞ 取組２－③関連

・ 市町防災担当者や県民の皆様にとって、より使いやすく理解しやすい情報を提供し、適時適切な避難

行動を確保するため、「土砂災害警戒情報補足情報システム」を改修しています。

（１）スマートフォン版の開設

スマートフォン版により、移動先でも危険度の把握できる。「防災アプリ」からもアクセス可能。

（２）危険度の地区単位表示

市町が発令する避難指示等の発令対象地区単位での危険度表示に切り替え可能。

（３）多言語化対応

県多文化共生課と連携し、「ポルトガル語」「やさしい日本語」等、6言語に対応。

（４）「土砂災害」「洪水」等に対応した、指定緊急避難場所の表示

大雨に起因する災害に関する避難場所の位置と詳細情報の表示。

（５）大雨警報や注意報の発表基準が確認可能

個々の格子（地区）において、土砂災害警戒情報の発表基準に加え、大雨注警報の基準の表示

（６）防災担当者等、あらかじめ登録した方へのメール通知

防災担当者、要配慮者利用施設管理者等への土砂災害の危険度に応じたメール通知の追加

大雨注意報基準線

大雨警報基準線
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参考資料

＜マイ・タイムライン＞ 取組３－②関連

・ 「タイムライン」とは、台風などによる災害の発生を前提に、防災関係機関が連携して災害時に発生

する状況を予め想定し共有した上で、「いつ」、「誰が」、「何をするか」に着目して、防災行動と

その実施主体を時系列で整理した計画です。防災行動計画とも言います。

・ そして「マイ・タイムライン」とは、住民一人ひとりが自分で作るオリジナルのタイムラインです。

台風の接近によって河川の水位が上昇する時に、自分自身がとる標準的な防災行動を時系列的に整理

し、とりまとめます。

・ いざというときの行動のチェックリストとして、また判断のサポートツールとして活用されることで、

「逃げ遅れゼロ」に向けた効果が期待されています。

（マイ・タイムライン作成例）
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参考資料

＜地震・津波対策等減災交付金＞ 取組４ 関連

・地震・津波対策アクションプログラム2013の減災目標（犠牲者の８割減）を達成するため、市町、一部

事務組合（消防等）が実施する地震・津波対策を支援しており、近年多発する災害や新型コロナウイル

スの感染状況を踏まえたメニューの新設・拡充を行うなど、より幅広く市町の取組を支援しています。

（交付金の概要）

交付対象 アクションプログラム2013に基づき、市町や一部事務組合が行う地震・津波対策

主な事象 家庭内家具固定、公共施設耐震化、ハザードマップ作成、津波避難施設整備、防災訓練、

防災資機材整備、救護所・救護病院資機材等整備、同時通報用無線施設整備、火山防災

マップ作成、住民啓発、避難所落下物対策・ガラス飛散防止、マンホールトイレ整備、

備蓄用食料整備 等

新たな課題

への対応

（令和２年度）

・支障木予防伐採事業（停電対策）：交付率1／３

・移動型非常用電源（電気自動車等）整備事業：経済産業省の補助額と同額を交付

・南海トラフ地震防災対応推進事業：交付率１／３

・新型コロナウイルス感染症対策：交付率１／２

※下記事業のうち、新型コロナウイルス感染症対応を目的とするもの

常備消防用防災資機材整備事業、救護所・救護病院等整備事業、住民防災教育事業、

市町等用防災資機材整備事業

（令和３年度）

・民間所有公民館等防災対策事業（新築・建替及）：交付率１／２

同上（既存公民館の改修） ：交付率1／３→１／２に嵩上げ

・支障木予防伐採事業（停電対策）：交付率1／３→１／２に嵩上げ

・新型コロナウイルス感染症対策：交付率１／２

※下記事業のうち、新型コロナウイルス感染症対応を目的とするもの及び避難所生活

環境改善を目的とするもの

自主防災組織用防災資機材整備事業、常備消防用防災資機材整備事業、

救護所・救護病院等整備事業、市町等用防災資機材整備事業
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 ＜避難のポイント＞ 取組４ 関連

・ 新型コロナウイルス感染症が収束しない中であっても、危険な場所にいる人は、その場所から避難

することが原則です。

・ 『避難』とは『難』を『避』けることであり、「安全な場所にいる人は避難場所に行く必要がない」

ことや「安全な親戚・知人宅も避難先となり得る」ことも理解しておく必要があります。

（内閣府リーフレットより）


